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三春交流館「まほら」（三春町大町）

表紙の言葉

（絵と文　大山 弘）

三春交流館「まほら」
（三春町大町）

　三春町が「市街地整備基本計画」に基づき景観、整
備、中心市街地活性化、まちづくりの一環として、マチと
ムラの結びつきが深まる場、ヒト、モノ、情報の交流の場、
町民文化・学習・交流の場として平成15年、完成した多
目的交流施設である。大小ホール、学習室、和室、物産
市等のできる交流広場が設けられている。「まほら」は
「真秀」古語の「まほろば」と同義で完全、整っている様
子の意味。
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東日本大震災関連の仙台国税局からのお知らせ
この度の東日本大震災により、被害を受けられました
納税者の皆様方に、心からお見舞い申し上げます。

　東日本大震災に関し、青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県に納税地を有する納税者を対象として、
国税通則法第11条（災害等による期限の延長）に基づき、国税（全税目）に関する申告・納付等の期限の延長
を行うこととなりました。
　上記５県に納税地を有する法人については平成23年3月11日㈮以降に到来する法人税、消費税及び源泉
所得税の申告・納付等の期限が自動的に延長されることとなります。
　申告等の期限をいつまで延長するかについては、今後、被災者の状況に十分配慮して検討していくこととし
ており、国税庁ホームページなどによりお知らせいたします。
（注）申請等の期限が自動的に延長されたことに伴い、従来送付していた、法人税確定申告書等用紙の発送を当分の間見合わせてお

ります。
　申告期限の延長に関わらず、従来どおり申告書を提出される場合には、国税庁ホームページから申告書用紙等をダウンロード
していただくか、ご要望に応じて申告書用紙を送付させていただきますので、所轄の税務署までご連絡願います。

東日本大震災により多大な被害を受けた地域における
申告・納付等の期限延長の措置について

　個人又は法人が、災害に際して、募金団体に義援金等を寄附する場合でも、その義援金等が最終的に国、地
方公共団体に拠出されるものであることを税務署が確認できれば、「国等に対する寄附金」として、税制上の
特典を受けることができます。
　災害に際して寄附する場合、税務署での確認手続きも緩和されています。
　具体的には、その義援金等が最終的に国、地方公共団体に拠出されるものであることが新聞報道、募金要
綱、募金趣意書等で明らかにされており、そのことが税務署において確認されたときには、その義援金等は
「国等に対する寄附金」に該当するものとして取り扱われます。
　義援金等を募集する募金団体にあっては、募集する義援金等が国等に対する寄附金に該当するかどうかに
ついて、最寄りの税務署にお尋ね下さい。
（注）1　日本赤十字社、報道機関等に対する義援金等（地方公共団体に拠出されるもの）は、特段の確認手続きを要することなく「国

等に対する寄附金」に該当します。
 2　税制上の特典は以下のとおり
  ①個人が支出する寄附金
 寄附金控除（所得金額の40％又は寄附金額のいずれか少ない方の金額から2千円を控除した金額を所得から控除す

る。）の対象となる。
  ②法人が支出する寄附金
 全額が損金算入の対象となる。

募金団体を通じた義援金等に係る
税務上の確認手続きについて

全法連機関誌「ほうじん」における弊社広告掲載のお詫び全法連機関誌「ほうじん」における弊社広告掲載のお詫び全法連機関誌「ほうじん」における弊社広告掲載のお詫び AIU保険会社

　このたびの地震により、被害を受けられた皆さまに心よりお見舞い申し上げます。
　今般発行されました全法連機関誌「ほうじん」春号（発行所：財団法人全国法人会総連合）に弊社広告が掲
載されております。本掲載広告は、弊社が受託する法人会の福利厚生制度の一つであります「地震対策プラ
ン」の広告となっておりますが、被災地域の皆さまのお気持ちを察するにあたり時節柄、相応しくない内容と
なっております。
　本広告が掲載されております「ほうじん」春号は、今回の災害発生前に校了／印刷手配されたものであり、
この災害を受けての広告ではございません。
　結果としてこのような時期での広告の掲載となってしまいましたことにつき、深くお詫び申し上げます。
　なお、現在も余震および日本各地での群発地震の発生が続いている状況から、現在「地震対策プラン」の新
規のお引受けを一時停止させていただいております。ご理解、ご了承賜りますようお願い申し上げます。
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